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表紙*（株主提案あり）電子提供措置用・アクセス通知用*

　

証券コード：6809

第77回
定時株主総会招集ご通知

日　　時
2025年６月25日（水曜日）午前10時

場　　所
神戸市中央区港島中町七丁目２番１号
当社本店 XEBEC（ジーベック）ホール

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

　　

ＴＯＡ株式会社は大阪・関西万博の
運営参加 ブロンズパートナーです。

©Expo 2025
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ごあいさつ

株主の皆さまへ

代表取締役社長

　株主の皆さまにおかれましては、平素より格別のご高
配を賜り誠にありがとうございます。

　当社グループでは、企業価値である「Smiles for the 
Public ――人々が笑顔になれる社会をつくる――」の実
現に向け、2030年を見据えた経営ビジョンとして、「Dr. 
Sound －社会の音を良くするプロフェッショナル集団－ に
なる」を掲げております。
　お客さまに選ばれる良い音体験の継続的提供を通じ、社会
課題の特定、解決、改善の一連のサイクルをお客さまと共に
実現してゆく頼れるパートナーとなることを目指し、中期
経営基本計画を策定して遂行しており、中期経営基本計画
フェーズ２の最終年度である2026年３月期においては、
デジタルシフト推進と人材育成に注力し、収益基盤を強
化し、新成長分野の探索と創造を通じて成長を加速させ
てまいります。

　このような取組みの下、2025年３月期の売上高は過去最高の500億円を突破し、連結経営成
績は増収増益を達成いたしました。

　当社では、本年４月に開幕した大阪・関西万博に向けて、会場内の放送設備をネットワークで
結び、必要な情報を必要なタイミングで届けられるネットワーク統合型の放送システムの実装を
進めてまいりました。当社は会場全体を「未来の街」のモデルと捉え、今回の取組みを未来社会
に実装していくチャレンジを進めてまいります。

　当社は、おかげさまで昨年、創業90周年を迎えました。これから迎える100周年、さらにそ
の先も社会に必要とされる企業であり続けるために、人々がより安全で安心して暮らせるよう商
品やサービスを提供し、当社の企業価値の実現に向け活動してまいります。

株主の皆さまにおかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげま
す。
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狭義招集

証券コード 6809
2025年６月９日

株主の皆さまへ 神戸市中央区港島中町七丁目２番１号
Ｔ Ｏ Ａ 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 谷 口 方 啓

　当社ウェブサイト
　https://www.toa-global.com/ja/ir/stockinfo/memo

　株主総会資料 掲載ウェブサイト
　https://d.sokai.jp/6809/teiji/

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第77回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第77回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供
措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご
確認くださいますようお願い申しあげます。

　上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」
に「TOA」または「コード」に当社証券コード「6809」を入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集
通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等または書面（郵送）により
議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の
うえ、後述のご案内に従って2025年６月24日（火曜日）午後５時30分までに議
決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬具
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狭義招集

１. 日　　時 2025年６月25日（水曜日）午前10時［開場 午前９時30分］
２. 場　　所 神戸市中央区港島中町七丁目２番１号

当社本店 XEBEC（ジーベック）ホール
３. 目的事項 ●報告事項

１. 第77期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件

２. 会計監査人および監査役会の第77期連結計算書類監査結果報告の件
●決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

４. 招集にあたって
の決定事項

(1) インターネット等による方法と書面（郵送）と重複して議決権を行
使された場合は、インターネット等による議決権行使を有効なもの
といたします。また、インターネット等による方法で複数回議決権
を行使された場合は、最後に行われたものを有効なものといたします。

(2) ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示
をされない場合は、賛成の表示があったものとして取扱います。

記

以　上
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狭義招集

 
お知らせ

●当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにそ
の旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載いたします。

●会社法改正により、電子提供措置事項について上記インターネット上の各ウェブサイト
にアクセスのうえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただ
いた株主さまに限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会におきまして
は、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項（次の①から③に記載の
事項を除きます）を記載した書面をお送りいたします。

●電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づ
き、お送りする書面には記載しておりません。なお、監査役および会計監査人は次の事項
を含む監査対象書類を監査しております。

①事業報告の以下の事項
・剰余金の配当等の決定に関する方針
・業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
・会社の支配に関する基本方針

②連結計算書類の以下の事項
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

③計算書類の以下の事項
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

●本株主総会終了後、サウンドデモとして、アルトサックスの生演奏を予定しておりま
す。是非ご鑑賞ください。※

●短時間ではありますが、サウンドデモ終了後、株主さまならびに当社出席役員および執
行役員との懇談の場を設けております。この場におきましても、株主さまからのご質問や
忌憚のないご意見をお受けする機会といたします。※

　※諸事情および不測の事態により、急遽内容を変更または取り止める可能性がございます。
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狭義招集

 

●本株主総会当日は、会場にて以下の対応をご準備しております。ご希望の株主さまは、
当日、受付スタッフへお知らせください。なお、同伴の介助者がおられる場合は、１名の
み会場内に同席いただけます。

　・障がいをお持ちの株主さま対応スタッフの配置
　・車いす専用スペース
　・筆談ボード

●今後、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、以下の当社ウェブサイトにてお知
らせいたします。
https://www.toa-global.com/ja/ir/stockinfo/memo

●お土産のご用意はございません。
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議決権行使案内*株主提案あり*

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

インターネット等で議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

次ページの案内に従って、議案
に対する賛否をご入力くださ
い。

議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、切手を
貼らずにご投函ください。

議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出ください。

行使期限 行使期限 開催日時

2025年６月24日（火曜日）
午後５時30分入力完了分まで

2025年６月24日（火曜日）
午後５時30分到着分まで

2025年６月25日（水曜日）
午前10時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、３号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対の場合 「否」の欄に〇印

第２号議案
⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対の場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に反対する場合
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット等による方法と書面（郵送）と重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使
を有効なものといたします。また、インターネット等による方法で複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたも
のを有効なものといたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成
の表示があったものとして取扱います。
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議決権行使案内*株主提案あり*

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力するこ
となく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮
パスワード」を入力しクリックしてください。2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力
「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただく
ことが可能です。
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金の処分の件

議案および参考事項

　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆さまへの利益還元の充実を経営の優先課題の一つとして位置づけておりま
す。
　利益配分に関しましては、持続的な成長を目指し、事業への投資拡大を基本としながらも、
財務規律のもと安定した配当の向上をはかるとともに、年間40円（中間配当20円および期末
配当20円）の配当を維持することを基本として業績を加味し、連結配当性向45%を目安に決
定することとしております。
　この方針に基づき、当期の期末配当につきましては、安定配当20円とさせていただきたい
と存じます。

１.配当財産の種類
金銭といたします。

２.株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金20円　総額601,398,920円
なお、中間配当金として20円をお支払いしておりますので、当期の年間配当金は
１株当たり40円となります。

３.剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月26日
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取締役選任議案

第２号議案 取締役２名選任の件

候補者番号 お と

音
 

 
の

野
 

 
 

 
 

　
 

 
と お る

徹1 （1964年９月10日生） 男 性

■　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1987年    4 月 当社入社
    2009年    4 月 当社オーディオ開発本部オーディオ開発部長
    2012年    4 月 当社海外事業本部海外開発部長
    2014年    4 月 当社オーディオ開発本部オーディオ開発部長
    2016年    4 月 当社開発本部シニアプロダクトマネージャー
    2017年    4 月 タケックス株式会社社長
    2019年    4 月 当社グローバル開発本部コアプロダクト開発部長
    2021年    4 月 当社グローバル開発本部プロダクトマーケティング部長
    2022年    4 月 当社執行役員グローバル開発本部副本部長
    2023年    6 月 当社執行役員グローバル開発本部長
    2024年    9 月 当社グローバル開発本部長（現任）

■　取締役候補者とした理由

音野徹氏を取締役候補者とした理由は、同氏が開発部門の責任者、海外勤務
経験および生産子会社社長を歴任し、これらの経験を活かして開発プロセス
および技術教育等の環境整備を積極的に推進し、当社の基幹商品の競争力を
高めるなど、豊富な実績を有しており、当社のさらなる成長と持続的な企業
価値の向上に貢献し、取締役としての役割を果たすことが期待できるためで
あります。

　

新　任
　

所有する当社の株式数

3,700株

　本株主総会終結の時をもって、取締役井谷憲次氏、村田雅詩氏が任期満了となります。
　つきましては、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者番号 む ら

村
 

 
た

田
 

 
 

 
ま さ

雅
 

 
し

詩２ （1958年３月19日生） 男 性

■　略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1983年    4 月 旭硝子株式会社（現AGC株式会社）入社
    1999年    8 月 同社退社、参天製薬株式会社入社、社長室長
    2001年    9 月 同社医薬事業部事業企画グループ グループマネージャー
    2002年    7 月 同社医薬事業部眼科マーケティンググループ グループマネージャー
    2005年    1 月 同社医薬事業部事業戦略企画グループ グループマネージャー
    2007年    4 月 同社経営企画室長
    2011年    7 月 Santen Inc. CAO（チーフ・アドミニストレーティブ・オフィサー）
    2014年    1 月 参天製薬株式会社監査役室長
    2016年    6 月 同社常勤監査役
    2020年    6 月 同社シニアアドバイザー
    2021年    6 月 当社社外取締役（現任）

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ社外監査役
    2022年    6 月 同社社外取締役（監査等委員）（現任）

■　社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

村田雅詩氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が長年にわたり、上場
企業において、経営企画、国内・海外の事業戦略企画ならびに常勤監査役
として全社事業の監査を通じて、企業経営全般に精通し、戦略、財務、ガ
バナンス等の知識と経験を有しており、引き続き、社外取締役として当社
のコーポレート・ガバナンス機能の強化と持続的な企業価値の向上に資す
るための監督、助言等をいただくことが期待できるためであります。

　

再　任
　

社　外 独　立
　

取締役会出席状況

94％
（17回／18回）

所有する当社の株式数

ー

(注) １. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 村田雅詩氏は、社外取締役候補者であります。当社は、同氏を東京証券取引所に独立役員として届け出て

おり、本株主総会において同氏が取締役に選任された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
３. 当社は、村田雅詩氏が取締役に選任された場合、同氏との間で、会社法第427条第1項に定める損害賠償

責任を限定する契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425
条第１項に定める最低責任限度額としております。

４. 村田雅詩氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって4年であります。
５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保

険者が負担することになる損害賠償請求に起因する損害賠償金および争訟費用等の損害を当該保険契約に
より填補することとしております。各候補者が取締役に選任された場合、各候補者は、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。また、次回更新時には、同内容での更新を予定しております。
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ご参考

ご参考 本株主総会後の取締役・監査役のスキル・マトリックス

氏名 地位・属性
（予定） 企業経営 グローバル

ビジネス
市場開拓・
事業企画

技術・イノ
ベーション

（ 研 究 ・ 開 発 ・
生産・SCM・DX）

コーポレート
（ 財 務 ・ 会 計 、
法務、リスク管理、
情 報 シ ス テ ム ）

人材開発

取
締
役

谷口　方啓 代表取締役
社長 ● ● ●

早川　　宏 執行役員 ● ●

西野　　崇 執行役員 ● ● ●

音野　　徹 ● ● ●

村田　雅詩
独立

社外
　

● ● ●

半田　　実
独立

社外
　

● ● ●

監
査
役

西垣　岳史 常勤 ● ● ●

西片　和代
独立

社外
　

●

佐和　　周
独立

社外
　

●

第２号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役会の構成および各取締役・各監査役が有す
る主なスキル（知識・経験・能力等）は下表のとおりとなります。

※各取締役および各監査役の有する知見や経験を最大３つまで記載しております。取締役および監査役の有する全
ての知見や経験を表すものではありません。
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補欠監査役選任議案

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

ふ く

福
 

 
も と

元
 

 
 

 
た か

隆
 

 
ひ さ

久（1967年８月２日生） 男 性

■　略歴、地位および重要な兼職の状況

    1993年    4 月 兵庫県庁入庁
    1994年    3 月 同庁退庁
    1996年    4 月 弁護士登録、東町法律事務所（現弁護士法人東町法律事務所）入所
    2003年    4 月 同事務所パートナー弁護士（現任）
    2003年    6 月 川西倉庫株式会社社外監査役
    2008年    4 月 兵庫県弁護士会副会長
    2010年    6 月 株式会社神戸フェリーセンター社外監査役（現任）
    2012年    4 月 神戸家庭裁判所家事調停委員（現任）

■　補欠の社外監査役候補者とした理由

福元隆久氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、同氏が弁護士の資格を有
しており、法曹界での豊富な経験とそれによって培われた専門的な知識等を活
かし、監査役として役割を果たすことが期待できるためであります。なお、同
氏は社外監査役となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はあり
ませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断しております。
　

所有する当社の株式数

－

　2024年６月26日開催の定時株主総会において補欠監査役に選任された福元隆久氏の選任の効
力は、本株主総会の開始の時までとなっておりますので、改めて、監査役が法令に定める員数を
欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

(注) １. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 福元隆久氏は、補欠の社外監査役候補者であります。また、同氏が監査役に就任した場合、東京証券取引

所の定めに基づく独立役員となる予定であります。
３. 当社は、福元隆久氏が監査役に就任した場合、同氏との間で、会社法第427条第１項に定める損害賠償責

任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条
第１項に定める最低責任限度額としております。

４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保
険者が負担することになる損害賠償請求に起因する損害賠償金および争訟費用等の損害を当該保険契約に
より填補することとしております。福元隆久氏が監査役に就任した場合、同氏は、当該保険契約の被保険
者に含められることとなります。

以　上
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事業の経過および成果、設備投資および資金調達の状況

事　　業　　報　　告
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

1. 当社グループの現況に関する事項
❶ 事業の経過および成果

　当連結会計年度における当社グループを取り巻く環境は、インバウンド需要の増加や設備投資
意欲の高まり、雇用・所得環境の改善など国内景気は回復傾向が見られるものの、原材料価格の
高止まりや物価の上昇、不安定な国際情勢による地政学的リスクに加え、米国新政権による経済
政策の動向や為替相場の急速な変動など、世界経済は先行きが不透明な状況が続いております。
　このような環境の下、当社グループでは企業価値である「Smiles for the Public ――人々が
笑顔になれる社会をつくる――」の実現に向け、2030年を見据えた経営ビジョンとして、
「Dr. Sound －社会の音を良くするプロフェッショナル集団－になる」を掲げております。お
客さまに選ばれる良い音体験の継続的提供を通じ、社会課題の特定、解決、改善の一連のサイク
ルをお客さまと共に実現してゆく頼れるパートナーとして、人々の安心・信頼・感動の価値実現
を目指しております。
　当期においては、2024年９月に当社グループにおいてオランダのPA-Vox Holding B.V.（以
下、「PAX 社」といいます。）の発行済株式の全てを取得し、PAX 社傘下の事業会社３社を含
む４社を連結子会社といたしました。各事業会社は空港施設と航空会社向けに36言語に対応し
た多言語自動アナウンスコンテンツを提供する高度なソリューションを保有する企業です。PAX 
社を当社グループに加えることにより、当社が得意とする空港市場向け放送システムとの相乗効
果を発揮し、欧州・中東・アフリカ地域をはじめ当社グループ全体の事業拡大が見込まれます。
2024年12月には原材料費や人件費、物流費などの継続的なコスト上昇の対策として、国内の一
部商品の価格改定を実施いたしました。また、2025年４月開幕の大阪・関西万博に向けて、会
場全体を「未来の街」のモデルと捉え、会場内の放送設備をネットワークで結び、必要な情報を
必要なタイミングで届けられるネットワーク統合型の放送システムの実装を進めてまいりまし
た。これらの取組みをもとに収益基盤を強化し、新成長分野の探索と創造を通じて成長を加速さ
せてまいります。
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事業の経過および成果、設備投資および資金調達の状況

　このような状況の下、当期の売上高は過去最高の50,626百万円（前年同期比＋1,812百万
円、3.7％増）となりました。利益については、国内の収益性の改善などにより、営業利益は
3,589百万円（前年同期比＋560百万円、18.5％増）、経常利益は3,920百万円（前年同期比＋
210百万円、5.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,364百万円（前年同期比＋367
百万円、18.4％増）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）
　売上高は29,562百万円（前年同期比＋1,112百万円、3.9％増）、セグメント利益（営業利
益）は6,620百万円（前年同期比＋271百万円、4.3％増）となりました。
　海外の鉄道車両向けの売上高は減少しましたが、工場や教育市場、道路などの交通市場向けの
売上が伸長しました。さらに、大阪・関西万博関連の納入が進んだことなどにより、セグメント
全体の売上高は増加し、セグメント利益は増加しました。

（アジア・パシフィック）
　売上高は9,994百万円（前年同期比＋627百万円、6.7％増）、セグメント利益（営業利益）
は1,927百万円（前年同期比＋196百万円、11.3％増）となりました。
　ベトナムでは大型都市開発プロジェクトや商業施設への納入が進み、インドネシアでは首都移
転に伴う官公庁向けやスポーツ施設、タイでは教育市場や宗教施設、鉄道施設への納入が進みま
した。為替の影響もあり、セグメント全体の売上高は増加し、セグメント利益は増加しました。

（欧州・中東・アフリカ）
　売上高は6,532百万円（前年同期比＋196百万円、3.1％増）、セグメント利益（営業利益）
は811百万円（前年同期比＋69百万円、9.4％増）となりました。
　ドイツなどの欧州や中東では市況の停滞もあり売上高は減少しましたが、アフリカでの売上高
が増加しました。大型案件としては、中東では住宅開発プロジェクトや商業施設、官公庁向けの
納入が進み、イギリスでは鉄道施設向け、アフリカではオフィスビルへの納入が進みました。為
替の影響もあり、セグメント全体の売上高は増加し、セグメント利益は増加しました。

（アメリカ）
　売上高は2,706百万円（前年同期比＋91百万円、3.5％増）、セグメント利益（営業利益）は
167百万円（前年同期比＋41百万円、32.9％増）となりました。
　アメリカでは小売店向け、カナダでは病院向けの納入が進みました。為替の影響もあり、セグ
メント全体の売上高は増加し、セグメント利益は増加しました。
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事業の経過および成果、設備投資および資金調達の状況

（中国・東アジア）
　売上高は1,830百万円（前年同期比△216百万円、10.6％減）、セグメント利益（営業利益）
は107百万円（前年同期比△49百万円、31.7％減）となりました。
　香港では官公庁向けの納入が進み売上高は増加しました。台湾では売上高は減少しましたが、
引き続き半導体を中心とした工場向けの納入が進みました。中国では空港向けの納入が進みまし
たが、不動産不況による販売の伸び悩みもあり、セグメント全体の売上高は減少し、セグメント
利益は減少しました。

❷ 設備投資および資金調達の状況
　当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資は、主に、情報インフラ基盤の取得
ならびに国内および海外生産子会社における生産設備の取得などであります。この総額は1,328
百万円であり、自己資金により充当しました。
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財産および損益の状況の推移

区　分 第74期
2022年３月期

第75期
2023年３月期

第76期
2024年３月期

第77期
（当連結会計年度）
2025年３月期

売上高 (百万円) 40,864 45,123 48,814 50,626
経常利益 (百万円) 2,407 2,104 3,710 3,920
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,466 1,765 1,997 2,364
１株当たり当期純利益 (円) 45.08 54.51 62.61 78.66
総資産 (百万円) 60,688 63,905 64,734 68,630
純資産 (百万円) 46,939 48,764 49,239 52,586
１株当たり純資産額 (円) 1,374.07 1,437.61 1,549.88 1,646.47

50,626

40,864
45,123

48,814

第74期 第77期第76期第75期

（百万円）売上高

3,920

2,407
2,104

3,710

第74期 第77期第76期第75期

（百万円）経常利益

2,364

1,466
1,765

1,997

第74期 第77期第76期第75期

（百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

78.66

45.08
54.51

62.61

第74期 第77期第76期第75期

（円）1株当たり当期純利益
68,630

60,688 63,905 64,734

第74期 第77期第76期第75期

（百万円）総資産

52,586
46,939 48,764 49,239

第74期 第77期第76期第75期

1,646.47
1,374.07 1,437.61 1,549.88

（百万円）純資産 （円）1株当たり純資産額

❸ 財産および損益の状況の推移

(注) １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づき算出し
ております。なお、期中平均発行済株式総数および期末発行済株式総数は、いずれも自己株式数を控除して算
出しております。
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対処すべき課題

❹ 対処すべき課題

　当社グループは将来の目指す姿として2030年を見据えた経営ビジョン「Dr. Sound －社会の
音を良くするプロフェッショナル集団－ になる」を掲げ、その実現に向けた活動を進めており
ます。これまで当社が提供してきた屋内外の各種環境や人々の多様性に応じた「聴こえる音、聴
き取り易い音」に加え、私たちを取り巻くパブリック空間の音＝「社会の音」がもたらす人々の
安心・信頼・感動の体験そのものの創出に、よりアプローチできる価値の実現・提供を進めてい
くことで、お客さまに選ばれる良い音体験の継続的提供を通じ、社会課題の特定、解決、改善の
一連のサイクルをお客さまと共に実現してゆく姿を目指しております。
　ビジョン実現に向け、2022年３月期から2023年３月期までの中期経営基本計画フェーズ１
においては、収益力と競争力の向上、成長基盤の構築、新成長分野の探索と創造を進めてまいり
ました。そして中期経営基本計画フェーズ２となる2024年３月期から、最終年度である2026
年３月期においては、フェーズ１での取組みの成果を最大限に発揮し、付加価値をより拡大さ
せ、収益基盤を強化し、新成長分野の探索と創造を通じて成長を加速させてまいります。一連の
取組みを加速させるために、デジタルシフト推進と人材育成に注力しております。
　フェーズ２の2024年３月期から2025年３月期においては、デジタルシフト推進として、お
客さまとのつながり強化や社内コミュニケーションの活性化、意思決定の迅速化に資するデジタ
ルツールの整備を行い、更に蓄積されたデータを活用したタイムリーな提案による需要の獲得や
新たなビジネスの創出のための投資を行ってまいりました。また、人材育成として、従業員のデ
ジタルスキルの可視化やそれを踏まえた更なる育成・活用施策の検討を進めてまいりました。
　フェーズ２の最終年度にあたる次期においては、以下の取組みを実施してまいります。
　デジタルシフト推進においては、2025年４月からは新たにDX本部を設置し、全社の業務につ
いて自動化・効率化を図り、デジタルシフトの加速を強固に推進いたします。さらに、サプライ
チェーンのマネジメント拡大においてはデジタルツールを駆使し、世界の市場においてデジタル
マーケティングによるデマンド創出を進め、集客ノウハウを一元管理して効果的な施策を迅速に
展開いたします。また、商品では、ネットワーク技術とオープン規格を活用した新たなコミュニ
ケーションシステムの発売を予定しており、先行する事例である大阪・関西万博における取組み
の成果もフィードバックしながら、新たなソリューションによる課題解決を加速してまいりま
す。
　人材育成においては、積極的な対話を通じた信頼関係の醸成、多様性を活かすための人材配置
や仕組みづくり、安心して働ける環境の整備を進めており、デジタル技術を活用できる人材の育
成により付加価値向上および生産性向上を実現してまいります。具体的には、社内インターンシ
ップ制度や自己成長に向けたスキルの棚卸、自己啓発の機会の創出、生成AIツールの活用など、
全社で推進するアクションテーマを新たに設定しており、これらの取組みを進めてまいります。
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重要な子会社の状況

会　　社　　名 資　　本　　金 議決権の
所有割合 主要な事業の内容

ア コ ー ス 株 式 会 社 90百万円 100％ 音 響 関 連 製 品 の 開 発 お よ び 生 産

タ ケ ッ ク ス 株 式 会 社 35百万円 100％ 映 像 関 連 製 品 の 開 発 お よ び 生 産

T O A エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 50百万円 100％
音響関連、映像関連製品のエンジニア
リングおよび施工、鉄道車両関連製品の
エ ン ジ ニ ア リ ン グ お よ び 製 造 販 売

株 式 会 社 ジ ー ベ ッ ク 30百万円 100％ ソ フ ト 企 画 制 作 、 音 響 ホ ー ル ・
ス タ ジ オ 等 の 管 理 お よ び 運 営

TOA ELECTRONICS, INC. US$　4,000千 100％ 米 国 に お け る 当 社 製 品 の 販 売

TOA Communication Systems, Inc. US$　2,500千 100％ 米国における鉄道車両関連製品の製造販売

TOA CANADA CORPORATION CAN$　1,450千 100％ カ ナ ダ に お け る 当 社 製 品 の 販 売

TOA CORPORATION (UK) LIMITED STG￡　1,500千 100％ 英 国 に お け る 当 社 製 品 の 販 売

TOA Electronics Europe G.m.b.H. ユーロ　512千 100％ 欧 州 、 中 東 、 北 ア フ リ カ
に お け る 当 社 製 品 の 販 売

PA-Vox Holding B.V. ユーロ　62千 100％
（100％）

空港施設、航空業界向けシステムソリ
ュ ー シ ョ ン の 開 発 ・ 販 売

TOA ELECTRONICS SOUTHERN
AFRICA (PROPRIETARY) LIMITED ZAR　5,290千 100％

（100％）
南 ア フ リ カ 共 和 国 、 サ ブ サ ハ ラ
ア フ リ カ に お け る 当 社 製 品 の 販 売

TOA ELECTRONICS
TAIWAN CORPORATION NT$　20,000千 100％ 台 湾 に お け る 当 社 製 品 の 販 売

TOA (HONG KONG) LIMITED HK$　1,500千 100％ 香港、韓国における当社製品の販売

TOA (CHINA) LIMITED. RMB　50,000千 100％ 中 国 に お け る 当 社 製 品 の 販 売

TOA Electronics (Thailand) Co., Ltd. THB　30,000千 49％ タイ、ラオスにおける当社製品の販売

TOA ELECTRONICS PTE LTD S$　170千 100％ アジア、オセアニアにおける当社製品の販売

TOA ELECTRONICS (M) SDN. BHD. RM　1,000千 100％
（100％） マレーシアにおける当社製品の販売

PT. TOA GALVA PRIMA KARYA RP　10,100百万 99％
（99％） インドネシアにおける当社製品の販売

TOA ELECTRONICS VIETNAM
COMPANY LIMITED VND 14,725百万 100％ ベ ト ナ ム に お け る 当 社 製 品 の 販 売

PT. TOA GALVA INDUSTRIES. RP　44,800百万 49％ 音 響 関 連 製 品 の 開 発 お よ び 生 産

TOA VIETNAM CO., LTD. US$　2,200千 100％ 音 響 関 連 お よ び 映 像 関 連
製 品 の 開 発 お よ び 生 産

得 洋 電 子 工 業 股 份 有 限 公 司 NT$　35,000千 34％ 音 響 関 連 製 品 の 開 発 お よ び 生 産

❺ 重要な子会社の状況（2025年３月31日現在）

(注) １. 議決権の所有割合欄の（　）内は、間接所有割合を内数として表示しております。
２. 特定完全子会社に該当する子会社はありません。
３. 当社は、2024年9月24日付にて、ドイツの子会社であるTOA Electronics Europe G.m.b.H.を通じて、オラン

ダのPA-Vox Holding B.V.およびその子会社3社を子会社化し、それらを連結の範囲に含めております。
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主要な事業内容、主要な営業所および工場

区　分 主 要 な 製 品

音 響 分 野
非常用放送設備、業務用放送設備、ワイヤレスシステム、
ネットワークPAシステム、インターカムシステム、
サウンドシステム、拡声放送機器

映 像 分 野 ネットワークカメラシステム、フルHD同軸カメラシステム、
アナログカメラシステム

鉄 道 車 両 分 野 車両内放送設備、カメラシステム、電光表示器

❻ 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

⑴当 社 本 社 (神戸市…………海外営業・管理部門)
ナレッジスクエア (兵庫県宝塚市…生産・開発部門)
国内販売事業所 (仙台市・東京都江東区・名古屋市・大阪市・福岡市を主拠点とし

全国34営業所)

⑵子会社 国内生産拠点 アコース株式会社（滋賀県米原市）
タケックス株式会社（佐賀県武雄市）

国内エンジニア
リング等拠点

TOAエンジニアリング株式会社（東京都江東区）
株式会社ジーベック（神戸市）

海外販売拠点 TOA ELECTRONICS, INC.（米国）
TOA Communication Systems, Inc.（米国）
TOA CANADA CORPORATION（カナダ）
TOA CORPORATION (UK) LIMITED（英国）
TOA Electronics Europe G.m.b.H.（ドイツ）
PA-Vox Holding B.V.（オランダ）
TOA ELECTRONICS SOUTHERN AFRICA
　(PROPRIETARY) LIMITED（南アフリカ共和国）
TOA ELECTRONICS TAIWAN CORPORATION（台湾）
TOA (HONG KONG) LIMITED（香港）
TOA (CHINA) LIMITED.（中国）
TOA Electronics (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
TOA ELECTRONICS PTE LTD（シンガポール）
TOA ELECTRONICS (M) SDN. BHD.（マレーシア）
PT. TOA GALVA PRIMA KARYA（インドネシア）
TOA ELECTRONICS VIETNAM COMPANY LIMITED（ベトナム）

海外生産拠点 PT. TOA GALVA INDUSTRIES.（インドネシア）
TOA VIETNAM CO., LTD.（ベトナム）
得洋電子工業股份有限公司（台湾）

❼ 主要な営業所および工場（2025年３月31日現在）
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従業員の状況、主要な借入先、その他当社グループの現況に関する重要な事項

従　業　員　数 前期末比増減
当 社 816名 27名増
国 内 生 産 拠 点 275名 1名増
国内エンジニアリング等拠点 138名 5名減
海 外 販 売 拠 点 487名 20名増
海 外 生 産 拠 点 1,428名 76名増
合 計 3,144名 119名増

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
816名 27名増 43.1歳 15.8年

❽ 従業員の状況（2025年３月31日現在）
⑴当社グループの従業員数

(注) 従業員数には、契約社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

⑵当社の従業員数

(注) １. 従業員数は、当社から子会社への出向者を除いた就業人員数であります。
２. 従業員数には、契約社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

借　　入　　先 借　　入　　額
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,408百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100百万円

❾ 主要な借入先（2025年３月31日現在）

❿ その他当社グループの現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。
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会社の株式に関する事項

❶ 発行可能株式総数 78,820,000株
❷ 発行済株式の総数 30,069,946株（自己株式4,066,689株を除く）
❸ 株主数 6,963名

株　　主　　名 持　株　数 持 株 比 率
Ｔ Ｏ Ａ 取 引 先 持 株 会 2,816千株 9.37％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,640 8.78
公 益 財 団 法 人 神 戸 や ま ぶ き 財 団 2,000 6.65
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,500 4.99
シ ス メ ッ ク ス 株 式 会 社 1,457 4.85
井 谷 憲 次 1,373 4.57
公 益 財 団 法 人 中 谷 財 団 1,297 4.32
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,188 3.95
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 1,000 3.33
T O A グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 807 2.68

区　　　　分 株式の種類および数 対象者数
取　　　締　　　役

（社外取締役を除く） 当社普通株式 13,800株 ３名

2. 会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

❹ 大株主

(注) 持株比率は、自己株式（4,066千株）を控除して算出しております。

❺ 当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況

(注) 当社の株式報酬の内容につきましては、３．会社役員に関する事項❺取締役および監査役の報酬等に記載して
おります。

❻ その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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取締役および監査役

地　　　位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 井 谷 憲 次 一般社団法人神戸経済同友会　代表幹事

取 締 役 社 長
(代 表 取 締 役) 谷 口 方 啓 グローバル開発本部担当

取 締 役
(執  行  役  員) 早 川 　 宏 ソリューション営業本部長

ネクストビジネス推進室担当

取 締 役
(執  行  役  員) 西 野 　 崇

海外事業本部長
アジア・パシフィック事業部担当
品質保証室担当

取 締 役 村 田 雅 詩 株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ
社外取締役（監査等委員）

取 締 役 半 田 　 実

監 査 役
(常　　　　勤) 西 垣 岳 史

監 査 役 西 片 和 代 神戸パートナーズ法律事務所　弁護士
高圧ガス工業株式会社　社外取締役（監査等委員）

監 査 役 佐 和 　 周 佐和公認会計士事務所　代表
東洋機械金属株式会社　社外監査役

3. 会社役員に関する事項
❶ 取締役および監査役（2025年３月31日現在）

(注) １. 取締役会長井谷憲次氏は、2025年６月25日をもって当社取締役会長を退任となります。また、同年５月
23日をもって一般社団法人神戸経済同友会代表幹事を退任しております。

２. 取締役村田雅詩氏および半田実氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
３. 監査役西片和代氏および佐和周氏は、社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
４. 監査役西垣岳史氏は、当社子会社の経営者として長きにわたり経営経験を有しており、経営全般に関する

相当程度の知見を有しております。
５. 監査役西片和代氏は、弁護士の資格を有しており、法務およびコンプライアンスに関する相当程度の知見

を有しております。
６. 監査役佐和周氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知

見を有しております。
７. 取締役村田雅詩氏および半田実氏ならびに監査役西片和代氏および佐和周氏は、当社または当社の特定関

係事業者の業務執行者あるいは業務執行者でない役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者
ではありません。

８. 当社は、取締役村田雅詩氏ならびに監査役西片和代氏および佐和周氏の重要な兼職先との間に、特別な関
係はありません。
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当事業年度中の取締役および監査役の異動、責任限定契約の内容の概要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要

氏　　　名 異動前 異動後 異動年月日

増 野 善 則 取 締 役
常 務 執 行 役 員 退　　任 2024年６月26日

西 野 　 崇 執 行 役 員
海外事業本部長

取締役執行役員
海外事業本部長 2024年６月26日

❷ 当事業年度中の取締役および監査役の異動

(注) 取締役増野善則氏は、任期満了による退任であります。

❸ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役および各監査役は、会社法第427条第１項に定める損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に
定める最低責任限度額としております。

❹ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者は、当社および子会社の取締役、監査役、執行役員お
よび管理職従業員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しておりま
す。
　当該保険契約では、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して、被保険者に対して
損害賠償請求がなされた場合に、被保険者が負担することとなる損害賠償金および争訟費用等の
損害を填補することとされています。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為
に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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取締役および監査役の報酬等

区　　　　分 支給人員
（名）

報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役
（社外取締役を除く） 5 90 38 51 1

社 外 取 締 役 2 13 12 0 ―
監 査 役
（社外監査役を除く） 1 20 20 ― ―

社 外 監 査 役 2 10 10 ― ―
合 計 10 134 81 51 1

❺ 取締役および監査役の報酬等
⑴取締役および監査役の報酬等の総額等

(注) 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

⑵業績連動報酬等に関する事項
　当社は、企業価値の持続的向上を図るため、全取締役に対して、前事業年度連結最終利益に
比例させた業績連動報酬等を業績給として支給しております。当該業績給の額の算定の基礎と
して選定した業績指標は、親会社株主に帰属する当期純利益を採用し、当該当期純利益の実績
金額に取締役の職位に応じて予め定めた係数によって算定しております。当該指標を採用した
理由は、中期経営基本計画に掲げた持続的な成長をなし遂げるため、株主に還元可能な利益で
ある当該指標が適切であると判断したためであります。
　なお、当事業年度を含む親会社株主に帰属する当期純利益（選定した業績指標）の推移は、
１．当社グループの現況に関する事項❸財産および損益の状況の推移に記載のとおりでありま
す。

⑶非金銭報酬等の内容
　取締役が株式保有を通じて、株主とのより一層の価値共有を図るとともに、株価上昇および
企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として、代表取締役および業務執行取締役に対
して株式報酬を交付しております。当該株式報酬は、譲渡制限付株式とし、株式報酬を交付す
る割合を取締役の個人別の報酬総額の20％相当を目安に決定することを原則としておりま
す。また、割当株式数は、各取締役の職位、成果に応じて付与するものとし、その詳細は、各
対象取締役との間に締結する譲渡制限付株式割当契約に基づくものとしております。
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取締役および監査役の報酬等

⑷取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　当社取締役の金銭報酬の額は、2006年６月29日開催の第58回定時株主総会において、取
締役の報酬限度額を年額３億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）と決議
いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名です。また、当該報酬
限度額とは別枠で、2019年６月20日開催の第71回定時株主総会において、代表取締役およ
び業務執行取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬限度額を年額１億円以内および
普通株式の総数を年120,000株以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の
代表取締役および業務執行取締役の員数は４名です。
　当社監査役の金銭報酬の額は、2006年６月29日開催の第58回定時株主総会において、監
査役の報酬限度額を年額１億円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の
監査役の員数は３名です。

⑸取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
①決定方針の決定方法
　企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株主利益とも連動し、
かつ、中期経営基本計画も踏まえた報酬体系を構築すべく、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針の原案を任意の諮問機関である報酬委員会（委員は、代表取締役および社外取締
役２名の合計３名）に諮問し、その答申内容を尊重して2021年２月12日開催の取締役会にお
いて決定方針を決議いたしました。

②決定方針の内容の概要
ⅰ. 当社取締役の報酬等は、会社の持続的な成長に寄与するため、各取締役の職責を踏まえた

適正な水準とすることを基本方針としております。
ⅱ. 取締役の報酬等は、金銭報酬である固定報酬（職責給、成果給）、業績連動報酬等（業績

給）および非金銭報酬等で構成しております。固定報酬のうち、職責給は当年度の職位に
応じて固定額を定めて決定し、成果給は代表取締役および業務執行取締役の担当職責に対
する成果を反映する報酬であり、職責給に対する割合を職位別に定めて決定しておりま
す。金銭報酬は毎月を単位とする定期支給とします。
取締役のうち、代表取締役および業務執行取締役に対しては、固定報酬、業績連動報酬等
および非金銭報酬等を適用し、監督機能を担う非業務執行取締役に対しては、固定報酬の
職責給および業績連動報酬等を適用しております。

ⅲ. 取締役の報酬等の構成割合は、原則として、金銭報酬80％、非金銭報酬20％を目安とし
ております。代表取締役および業務執行取締役の報酬割合は、当社の事業展開および人材
確保の観点から企業規模に鑑みた水準を勘案し、上位の職責を負う職位ほど業績連動報酬
等のウエイトが高まる構成としております。

③当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判
断した理由
　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、任意の諮問機関である報酬委員会が原
案について決定方針との整合性を含め、報酬水準、業績評価、構成割合等について総合的な審
議を行ったうえで取締役会に答申しております。取締役会は、この審議・答申の内容を確認し
た結果から決定方針に沿うものであると判断しております。
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取締役および監査役の報酬等

　なお、監査役の報酬等は、経営に対する独立性、客観性を確保する観点から、固定報酬（職
責給）のみで構成され、各監査役の報酬等は、監査役の協議によって決定しております。ま
た、当社では、取締役および監査役に対し、退職慰労金制度を設けておりません。

⑹取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　当社は、取締役の個人別の報酬等の決定について、取締役会において、代表取締役社長谷口
方啓に具体的な決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役社長において決定を行っておりま
す。
　代表取締役社長に委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰し、各取締役の職務分掌や職責の
評価を行うには代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。また、その委任
した権限の内容は、自己を含めた各取締役の報酬等の確定額および成果配分の決定です。
　取締役会は、代表取締役社長に委任した権限が適切に行使されるようにするため、予め任意
の諮問機関である報酬委員会での審議を行い、取締役会に答申する措置を講じており、客観
性、透明性を確保したうえで、取締役の個人別の報酬等の内容を決定しております。なお、代
表取締役社長は、取締役の個人別の報酬等の内容につき、必要に応じて、取締役会に答申また
は報告を行うものとします。
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社外役員に関する事項

地　位 氏　名 出 席 状 況
(出席回数／開催回数)

主な活動状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 村田 雅詩  取締役会 17回／18回

取締役会の議案・審議等について、経営
企画部門および国内外の事業戦略企画部
門の責任者ならびに常勤監査役として培
ってきた高い見識や豊富な経験に基づ
き、独立した客観的視点から経営に対す
る積極的な発言を行っております。
また、任意の指名委員会・報酬委員会の
委員を務め、取締役等の指名および報酬
について審議し、取締役会に答申するに
あたり重要な役割を果たしております。

社外取締役 半田 実  取締役会 18回／18回

取締役会の議案・審議等について、上場
企業の海外工場および品質保証部門の責
任者ならびに上場企業の子会社の経営者
として培ってきた高い見識や豊富な経験
に基づき、独立した客観的視点から経営
に対する積極的な発言を行っておりま
す。
また、任意の指名委員会・報酬委員会の
委員を務め、取締役等の指名および報酬
について審議し、取締役会に答申するに
あたり重要な役割を果たしております。

社外監査役 西片 和代  取締役会
 監査役会

18回／18回
17回／17回

取締役会および監査役会において、主に
弁護士としての専門的見地から、議案・
審議に関する法務、コンプライアンス等
について、適宜必要な発言を行っており
ます。

社外監査役 佐和 周  取締役会
 監査役会

18回／18回
17回／17回

取締役会および監査役会において、主に
公認会計士および税理士としての専門的
見地から、議案・審議に関する財務、会
計等について、適宜必要な発言を行って
おります。

❻ 社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する事項

区 分 監査証明業務に基づく報酬 非監査業務に基づく報酬
当 社 49百万円 ―
子 会 社 ― ―
合 計 49百万円 ―

4. 会計監査人に関する事項
❶ 会計監査人の名称
　有限責任監査法人　トーマツ

❷ 会計監査人の報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上
の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、当社の監査証
明業務に基づく報酬の金額はこれらの合計額を記載しております。

２. 当社の重要な海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。

❸ 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の報酬等について、社内関係部門から必要な資料を入手し、報告を受
けたうえで、協議を行った結果、監査内容および監査計画時間が適切かつ妥当であり、監査精度
および監査品質が担保されていると判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

❹ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会の議案の内容を決定します。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解
任した旨と解任の理由を報告いたします。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
(注)本事業報告中（p.13からp.28まで）の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てており、比率
     等は四捨五入により表示しております。
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連結貸借対照表

（2025年３月31日現在） (単位：百万円)

資　産　の　部 負　債　の　部
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
そ の 他　

45,249
18,966
1,601
8,601
406

8,696
933

5,057
1,073
△87

23,381
10,586
5,679
462
612

2,476
1,188
166
2,329
850

1,302
17

159
10,465
9,004
474
426
559　

流 動 負 債 9,964
支払手形及び買掛金 3,953
短 期 借 入 金 1,758
リ ー ス 債 務 456
未 払 法 人 税 等 548
賞 与 引 当 金 223
製 品 保 証 引 当 金 115
そ の 他 2,907

固 定 負 債 6,079
リ ー ス 債 務 767
繰 延 税 金 負 債 1,478
退職給付に係る負債 3,113
そ の 他 719
負 債 合 計 16,043

純　資　産　の　部
株 主 資 本 40,690
資本金 5,279
資本剰余金 5,051
利益剰余金 34,025
自己株式 △3,666
その他の包括利益累計額 8,818

その他有価証券評価差額金 5,320
為替換算調整勘定 3,663
退職給付に係る調整累計額 △165

非支配株主持分 3,077
純 資 産 合 計 52,586

資 産 合 計 68,630 負債純資産合計 68,630

連　結　貸　借　対　照　表

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

― 29 ―



招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

2025/05/27 14:33:07 / 24182413_ＴＯＡ株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結損益計算書

（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日） (単位：百万円)

科　　　　目 金　　　額

売 上 高 50,626

売 上 原 価 28,142

売 上 総 利 益 22,483

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,894

営 業 利 益 3,589

営 業 外 収 益

受 取 利 息 152

受 取 配 当 金 140

受 取 保 険 金 及 び 配 当 金 23

寄 付 金 収 入 50

雑 収 入 109 475

営 業 外 費 用

支 払 利 息 83

為 替 差 損 38

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 7

雑 損 失 13 144

経 常 利 益 3,920

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,920

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,168

法 人 税 等 調 整 額 △77 1,091

当 期 純 利 益 2,829

非支配株主に帰属する当期純利益 464

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,364

連　結　損　益　計　算　書

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2025年３月31日現在） (単位：百万円)

資　産　の　部 負　債　の　部
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
工具器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
リ ー ス 資 産
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他　

18,987
7,330
1,461
6,308

98
2,860

7
359
183
408
△30

23,342
6,961
4,153
234

8
257

2,199
13
94
918
860
17
3

37
15,462
8,601
5,349
678
626
205　

流 動 負 債 3,716
買 掛 金 1,891
リ ー ス 債 務 8
未 払 金 437
未 払 法 人 税 等 342
未 払 費 用 620
製 品 保 証 引 当 金 11
そ の 他 404

固 定 負 債 4,309
リ ー ス 債 務 9
退 職 給 付 引 当 金 2,360
繰 延 税 金 負 債 1,407
そ の 他 531
負 債 合 計 8,025

純　資　産　の　部
株 主 資 本 28,984
資本金 5,279
資本剰余金 6,814
資 本 準 備 金 6,808
その他資本剰余金 6
利益剰余金 20,556
利 益 準 備 金 679
その他利益剰余金 19,876
別 途 積 立 金 2,930
繰越利益剰余金 16,946

自己株式 △3,666
評価・換算差額等 5,320

その他有価証券評価差額金 5,320
純 資 産 合 計 34,304

資 産 合 計 42,329 負債純資産合計 42,329

貸　　借　　対　　照　　表

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日） (単位：百万円)

科　　　　目 金　　　額

売 上 高 36,009

売 上 原 価 22,942

売 上 総 利 益 13,066

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,056

営 業 利 益 2,010

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 760

為 替 差 益 13

雑 収 入 95 869

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4

雑 損 失 5 10

経 常 利 益 2,869

税 引 前 当 期 純 利 益 2,869

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 557

法 人 税 等 調 整 額 △33 523

当 期 純 利 益 2,346

損　　益　　計　　算　　書

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査人の監査報告書

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2025年５月20日

取　締　役　会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

神戸事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本 健一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池畑 憲二郎

Ｔ　Ｏ　Ａ　株　式　会　社

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ＴＯＡ株式会社の2024年4月1日から2025年3
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、ＴＯＡ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結会計監査人の監査報告書

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の
監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2025年５月20日

取　締　役　会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

神戸事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡本 健一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池畑 憲二郎

Ｔ　Ｏ　Ａ　株　式　会　社

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ＴＯＡ株式会社の2024年4月1日から
2025年3月31日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査人の監査報告書

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告書

常 勤 監 査 役 西 垣 岳 史 ㊞
社 外 監 査 役 西 片 和 代 ㊞
社 外 監 査 役 佐 和 　 周 ㊞

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第77期事業年度における取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその実施内容
（１）監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監査
の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについて
は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったもので
あり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも
のではないと認めます。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2025年５月22日

ＴＯＡ株式会社　監査役会

　

監査役会の監査報告書　謄本
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地図

株主総会会場ご案内図

会場：当社本店 XEBEC（ジーベック）ホール
神戸市中央区港島中町七丁目２番１号　電話 078（303）5620

南公園駅

中公園駅

神戸大橋

市役所

Ｎ

ポートターミナル駅

貿易センター駅

三宮駅JR三ノ
宮駅

ポートライナー

中埠頭駅
（ジーベックホール前）

市民広場駅

みなとじま駅
北埠頭駅

中
埠
頭
駅

出口
ファッション
タウン方面

XEBEC
ホール

ポートライナー（北埠頭行き）
交通機関のご案内 「中埠頭駅 (ジーベックホール前) 」下車

　 西側へ徒歩約３分（三宮駅から計約17分）
　

経営基本方針（三つの安心）
一、顧客が安心して使用できる商品をつくる。
一、取引先が安心して取引きできるようにする。
一、従業員が安心して働けるようにする。
ＴＯＡグループは、顧客、株主、取引先、従業員など、全てのステークホルダーの
信頼と期待にお応えできるよう、日々、経営を行っていきます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。


